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今日の内容

1. 「認定法」に至るまでとその意義
2. 大学と日本語教育の関わり・考え方
3. 課題と展望
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1．「認定法」に至るまでとその意義
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• 急速な人口減少

年 総人口 純増減 自然増減 社会増減

2020 126,146,099

2021 125,502,290 -643,809 -608,621 -35,188

2022 124,946,789 -555,501 -730,616 175,115

• 外国人受け入れ政策の変化

1989年改正（90年施行）入管法→「90年体制」
Ø 高度人材の積極的受け入れ
Ø 労働者は慎重に検討
Ø 技能実習生や日系人等の受け入れ，留学生の就労等
による「サイドドア政策」での労働者確保

2018年改正（19年施行）入管法
Ø 特定技能による労働者受け入れ
Ø 出入国在留管理庁の創設
2023年現在
Ø 技能実習制度廃止から新制度へ
Ø 特定技能2号の拡大
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前提・背景



外国人受け入れ政策の拡充

「生活者としての外国人」に関する
総合的対応策（2006年）

外国人材の受入れ・共生のための
総合的対応策（2018年〜毎年）

外国人との共生社会実現に向けた
ロードマップ（2022年）
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2018年改正、2019年施行
特定技能の創設

出入国在留管理庁設置

出入国管理及び
難民認定法

総合政策 日本語教育関連法
関連政策

日本語教育の推進に関する
法律（2019年）

日本語教育の参照枠
（2021年）

地域における日本語教育の
在り方について（2022年）

日本語教育の適正かつ
確実な実施を図るための
日本語教育機関の認定等
に関する法律（2023年）

文化芸術振興基本法



日本語教育政策について
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日本語教育関連法
関連政策

日本語教育の推進に関する
法律（2019年）

日本語教育の参照枠
（2021年）

地域における日本語教育の
在り方について（2022年）

日本語教育の適正かつ
確実な実施を図るための
日本語教育機関の認定等
に関する法律（2023年）

「我が国に居住する外国人」が対象
国内の日本語教育は共生社会の実現に資すること

欧州言語共通参照枠（CEFR）をベースとして作成
「言語・文化の相互理解・相互尊重」が前提
「学習・教育内容の画一化」が目的ではない

例示としてのcan do statements

文化芸術振興基本法



「認定法」の意義

•国が日本語教育の「質」に関して責務を負う形ができる
•社会にとって日本語教育の専門性をわかりやすく訴求できる
•留学生が教育機関を選択する際の参考情報が充実する
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人口減少

産業や地域の維持

外国人受け入れ

共生社会の実現

日本語教育

日本語教育の必要性
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この部分

「外国人が日本語が/でできるようになれば共生社会が実現」?

ことば、対話
コミュニケーションのデザイン
関係性構築の場や活動
その人らしい生き方と語り方



2．大学と日本語教育の関わりと考え方
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大学における日本語教育を考える視点

日本語の教育について
•政策の視点
•教育の視点
• ことば・コミュニケーションの視点

日本語の教育を担う人の育成について
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社会における教育の性質
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教育すること自体が目的と考える 教育を何かの手段と考える

社会のため A）福祉としての教育 B）社会の形成・維持としての教育

個人のため C）消費としての教育 D）私的投資としての教育

村上祐介・橋野晶寛（2020）『教育政策・行政の考え方』有斐閣ストゥディアp.22 表1.1をもとに発表者作成



教育軸

政策軸

公的責任・政策管理

「私的」・自立・自律

教室活動そのものの
価値

現在志向

教室活動を通した
将来効果
未来志向

Ⅰ
キャリア形成型

日本語教育

Ⅱ
コミュニティ型
日本語教育

Ⅲ
教養型

日本語教育

Ⅳ
市民教育型
日本語教育
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関心に基づいた大学における日本語教育の４象限
ことば・人・社会のさまざまな関係性



教育の機能
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有能化
qualification

知識・技能・価値等の獲得

社会化
socialization

既存のやり方や考え方への
適応

主体化
subjectification

人々の解放と自由
それに伴う責任の認識

Biesta, G. J. J.（ 2009） Good education in an age of measurement: 
On the need to reconnect with the question of purpose in education. 
Educational Assessment, Evaluation, and Accountability, 21（1）, 33-46.



ことば・コミュニケーションのとらえ方
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批判的アプローチ

協働的に構築された世界の不公正・不平等を必要に応じて変革していく
主体性を持った市民

構築主義的アプローチ

ことばのやりとりを通じて協働的に意味や世界が構築されていく
相互行為と意味構築の参加者

伝達モデルアプローチ

伝えるべき事柄を
ツールとしての言語に乗せて相手に渡す

送り手・受け手

佐藤慎司・熊谷由理編（2019）
『コミュニケーションとは何か：
ポスト・コミュニカティブ・アプ
ローチ』くろしお出版

佐藤慎司・高見智子・神吉宇一・
熊谷由理編（2018）『未来を創ることば
の教育をめざして：内容重視の批判的言
語教育（Critical Content-Based 
Instruction）の理論と実践【新装版】』
ココ出版
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一般的には
伝達モデルで有能化・社会化をめざす取り組みを通して
言語習得やその先のキャリア形成をゴールにすることが
日本語教育だと理解されることが多い

これからの日本語教育でめざすもの

教育的仕掛けとして人のかかわり、つながりを創り
社会やコミュニティを創る主体を育成する

ことば・コミュニケーション

構築主義的アプローチ
批判的アプローチ

教育

主体化

めざす像

新たなコミュニティ
市民としての責任

平和とすべての人の幸福



教育を担う人
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日本語教師の養成と教師数（2022.11.01）
養成機関の現状

• 機関数 ７４１機関
• 受講者数 28,648人

日本語教育機関数・学習者数・教師数（2022年11月1日現在）

• 法務省告示日本語教育機関数 ６９７機関
• 日本語学習者数 22万人

• 日本語教師数 44,030人
• うち常勤6,571人（14.9%），非常勤15,891人（36.1%），残りはボランティア
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日本語教師資格とキャリア展望
登録日本語教員
（必置型国家資格）

認定機関 留学
（日本語学校）

認定機関 就労
（公金受託型事業団体？？）

認定機関 生活
（自治体運営型）

現状維持か微増減

微増？

増加？
基礎自治体約1,800

求められるのはいわゆる「教師」ではないけどある程度専門性を持った人
（他の専門職、上司・同僚、隣人）

→共に地域社会や組織をつくっていく人たち
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3．課題と展望
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まとめ
•認定法には社会的な意義がある（日本語教育の社会的注目）
•一つ一つの実践の質や教師の質の向上は法整備だけでは実現しない

•高等教育の役割とそこでの日本語教育の役割をどう考えるか
• コミュニティ、市民性、criticality、主体性、ことばやコミュニケーションのダ
イナミズム

•教師の雇用はさほど増えないだろうが日本語教育の素養のある人は社会
に求められる
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課題：入口と出口
入口：日本語学校からの受け入れ
•日本語学校も単なる言語習得からより社会的にことばをつかう学習者の
育成にシフトすることが求められている
→「日本語教育の参照枠」を踏まえた実践を行う認定機関

•入試でなにをどう判断するのか、入試（入学要件）は変革できるのか

出口：就職を中心とした卒業後のキャリア
•新たな社会やコミュニティをつくる自立した市民、criticalityを持った有能
な人たちを受け入れる器（器量）が日本社会・企業にあるのか
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共生社会を実現するための日本語教育とは
「共生」とは、「あるもの」と「異なるもの」の関係性を対象化し、

両者を隔てる社会的カテゴリ（社会現象を整序する枠組み）それ自体を、

いまあるものとは別なるものへと組み直す現象である（岡本・丹治2016）
岡本智周・丹治恭子編（２０１６）『共生の社会学：ナショナリズム、ケア、世代、社会意識』太郎次郎社エディタス

共生は「多様性の尊重（異なり）」と「社会的凝集性（まとまり）」という異なる価値が併存
するものであるという前提で考える必要がある（岡本2013）
岡本智周（2013）『共生社会とナショナルヒストリー』勁草書房

ダイナミズムと対話
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